
平成 19年度第 58 回通常総会報告

本協会の平成 19 年度第 58 回通常総会は平成 19 年 5 月

18 日（金）10 時 30 分から東京虎ノ門パストラルにおいて

関係者 250 名の出席のもと開催された。

最初に平成 18 年度事業報告，同決算報告（いずれも支

部，施工技術総合研究所を含む）が上程され承認された。

ついで役員辞任による補欠理事・補欠監事の選任に移り，

9人の理事及び 1名の監事が選任された。

別室において理事会が開催され，その後の総会において

理事会の決定事項について報告が行われた。報告内容は，

常務理事 6名が互選された。このほか顧問，部会長の委嘱

が行われた。

つづいて，平成 19 年度事業計画，同予算（いずれも支

部，施工技術総合研究所を含む）に関する件を上程，満場

一致でこれを承認可決し，11 時 46 分盛会裡に終了した。

総会，理事会，運営幹事会，その他

5 月 18 日，虎ノ門パストラルにおいて開催し，次の議

案について審議した。

（1）平成 17 年度事業報告・決算報告承認の件

（2）任期満了に伴う役員改選に関する件

（3）平成 18 年度事業計画・収支予算に関する件

（4）各支部の平成 17 年度事業報告・決算報告承認の件及

び平成 18 年度事業計画・収支予算に関する件

（1），（3），（4）については，原案どおり承認可決された。

（2）については，理事 69 名，監事 3 名が選任され，後述

の理事会において互選された会長，副会長，専務理事及び

常務理事についてこれを了承した。

① 5月 9日に開催し，前記通常総会に提出する議案を審議，

決定した。また「事務局の組織及び業務規程の一部改正

について」並びに「団体会員の入会申込」について審議

し，承認した。

② 5月 18 日開催の前記総会本会議の間に理事会を開催し，

会長に小野和日児氏の再任を，副会長に坂根正弘氏，山

本卓朗氏，岡崎治義氏の 3名が互選され，専務理事に松

2．理　事　会

1．第 57 回通常総会

隈宣明氏を，常務理事として 39 名の互選を行った。次

いで，会長は名誉会長及び顧問を委嘱し，理事会の議決

をへて部会長等を委嘱し，さらに運営幹事を任命した。

③ 10 月 27 日に開催し，「平成 18 年度上半期事業報告及び

経理概況報告」，「中期事業計画（平成 19 年度から平成

21 年度）の策定方針」，「顧問の推薦」，「団体会員の入

会申込」並びに「平成 19 年度の暫定予算」について審

議し，承認した。

① 4 月 20 日に開催し，新経済成長戦略の中間とりまとめ

（経済産業省）及び平成 18 年度関係予算の概要と国土交

通白書概略（国土交通省）について，担当官から説明を

受け，理事会，総会に提出する議案の原案などについて

審議し，事業計画等の原案を決定した。

② 10 月 17 日に開催し，平成 19 年度経済産業政策の重点

施策（経済産業省）及び平成 19 年度国土交通政策の重

点施策（国土交通省）等について，担当官から説明を受

け，理事会に提出する議案を審議し，決定した。

3．運営幹事会
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5 月 8 日に監事が，平成 17 年度決算書類について会計

監査を行った。

7 月 19 日及び 12 月 18 日に本・支部事務局長会議を開

催し，平成 18 年度建設機械施工技術検定試験の打合せ並

びに受託業務，建設機械損料・工事積算講習会の実施結果，

支部中期事業計画の策定，支部経営改善の重要項目の取組

みについて説明，協議を行った。

①水の週間実行委員会が行う「水の週間」に協賛した。

②建設広報協議会が行う「国土交通行政推進事業」に協賛

した。

③防災週間推進協議会が行う「防災週間」に協賛した。

平成 19 年 1 月 10 日 16 時より機械振興会館において新

年賀詞交歓会を開催した（参加者約 300 名）。

7．そ　の　他

6．関係機関への協力

5．本部・支部事務局長会議

4．会 計 監 査 平成 18 年度の主な事業（各種委員会等）

①建設事業に係わる発注者支援業務の構築

各地方整備局における品質確保技術者・発注者支援制

度等の情報収集を行い，制度（原案）を作成した。

②公益法人改革への取り組み

公益法人制度改革関係 3法案など「公益法人改革」に

関する動向を情報収集するとともに，公益的新規事業の

拡充等に関する検討を実施した。

③研究助成制度の創設

他団体の研究助成制度等の情報収集を実施し，制度を

構築した。平成 19 年度理事会に議案を提出予定である。

④災害応急対策業務の強化

国土交通省との災害応急対策業務協定について，新た

に四国支部が協定を締結した。残る未締結の支部におい

ては関係部署と調整した。

平成 18 年度6日本建設機械化協会会長賞として，応募

件数 8件のうちから会長賞 1件，貢献賞 2件，奨励賞 1件

を以下のとおり選考し，通常総会終了後表彰した。

2．会長賞の表彰（会長賞選考委員会）

1．新規事業等への取組み
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会長賞「太径曲線パイプルーフ工法による大空間施工技術

の開発」

（鹿島建設㈱，大成建設㈱，鉄建建設㈱，コマツ地下建

機㈱，首都高速道路㈱）

貢献賞「大型建設機械の超低騒音技術開発」

（㈱小松製作所）

貢献賞「全断面TBM工法による鉄道トンネルの高精度高

速施工」

（東日本旅客鉄道㈱，清水建設㈱，清水建設・西松建

設・間組共同企業体）

奨励賞「ハイブリッドショベルの開発」

（コベルコ建機㈱，㈱神戸製鋼所）

①平成 18 年度 1 級・ 2 級建設機械施工技術検定学科試験

を 6 月 18 日に全国 10 都市 10 会場で実施した。その結

果は次のとおりである。

［1級］受験者数　2,382 名　合格者数　699 名

［2級］

②技術検定実地試験については，学科試験合格者，学科試

験免除該当者（2級技術研修修了者及び前年度実地試験

不合格者（欠席者を含む））に対し 1・ 2 級とも全国 16

会場（10 都市周辺）で 8 月下旬から 9 月中旬にかけて

実施した。

その結果は次のとおりである。

［1級］受験者数　783 名，合格者数　673 名，合格率

86.0 ％

当初受験者（2 , 3 8 2 名）に対する最終合格率

28.3 ％

［2級］

当初受験者に対する最終合格率（技術研修修了者を除

く。）

3．建設機械施工技術検定試験（国土交通大臣指定試験

機関）（総括試験委員会）

③総括試験委員会を 3 回開催し，平成 18 年度技術検定試

験結果，平成 19 年度技術検定試験の実施計画について

審議した。また，平成 19 年度試験問題の審査を行い，

試験問題及び採点基準を決定した。

④試験委員会を開催し，平成 19 年度学科試験問題の原案

作成，検討及び監修並びに平成 18 年度学科試験問題解

答の採点及び実地試験の採点を行った。

①機関誌「建設の施工企画」平成 18 年 4 月号～平成 19 年

3 月号を発行した。

（機関誌編集委員会）

（¡）開発・実用化された主要な新工法及び関連する建

設機械と施工システムについて，その施工実績，

稼働状況等の調査を行い，「建設の施工企画」誌に

“新工法紹介”として掲載した。（新工法調査分科会）

（™）開発・販売された建設機械の新機種，モデルチェ

ンジ，アタッチメント等について，その用途，技

術内容等の調査を行い，「建設の施工企画」誌に

“新機種紹介”として掲載した。（新機種調査分科会）

（£）平成 17 年度において調査した“新機種データ”62

件を当協会のホームページに追加掲載した。（新機

種調査分科会）

（¢）建設経済関連の統計情報及び国の施策等の情報を

収集，分析し，「建設の施工企画」誌及び当協会の

ホームページ“建設関連統計情報”に掲載した。

（建設経済調査分科会）

②次の図書を出版した。

・「建設機械等損料表」（平成 18 年度版）

・「建設機械損料の解説と機械一覧」（平成 18 年度版）

・「橋梁架設工事の積算」（平成 18 年度版）

・「大口径岩盤削孔工法の積算」（平成 18 年度版）

・「日本建設機械要覧 2007」

・「クライミングクレーン Planning 百科」（改訂版）

（1）CONET2006（平成 18 年度建設機械と施工技術展

示会）の開催

開催期間： 7月 13 日～ 16 日

会　　場：幕張メッセ国際展示場

5．CONET2006（CONET2006 実行委員会）

4．機関誌の発行（機関誌編集委員会）・図書出版等
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区　分 受験者数 合格者数 合格率（％）

第 1種 0,590 0,429 72.7%
第 2 種 2,707 2,378 87.8%
第 3 種 0,113 0,103 91.2%
第 4 種 0,239 0,206 86.2%
第 5 種 0,056 0,048 85.7%
第 6 種 0,044 0,043 97.7%

合　計 3,749 3,207 85.5%

区　分 受験者数 合格者数 合格率（％）

第 1種 1,011 0,429 42.4%
第 2 種 3,439 2,370 68.9%
第 3 種 0,158 0,103 65.2%
第 4 種 0,395 0,206 52.2%
第 5 種 0,110 0,048 43.6%
第 6 種 0,056 0,043 76.8%

合　計 5,169 3,199 61.9%

区　分 受験者数 合格者数 合格率（％）

第 1種 1,011 0,530 52.4%
第 2 種 3,439 2,514 73.1%
第 3 種 0,158 0,093 58.9%
第 4 種 0,395 0,210 53.2%
第 5 種 0,110 0,052 47.3%
第 6 種 0,056 0,045 80.4%

5,169 3,444 66.6%



出展者数： 163 社（内　海外企業等　30 社）

登録来場者数： 17,598 人

① CONET企画分科会

CONET2006 の結果の分析報告と次回へ向けての基本方

針の確認を行った。

（2）国際展示会への参加及び準備活動

①M&T EXPO（ブラジル　サンパウロ）

開催期間： 6月 6日～ 10 日

目的：CONET2006 への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行った。

②BAUMA CHINA（中国　上海）

開催期間： 11 月 21 日～ 24 日

目的：中国との交流を深めるため，6日本建設機械工業

会との協同で協会ブースの設置を行い，協会活動

の紹介と次回CONETへの招致を行った。

①外国人の「建設機械施工」の分野での研修に対し，その

研修成果を評価する為，試験を 46 回実施した。

（7国際研修協力機構認定試験）（建設機械施工研修評価

委員会）

合格者： 3 カ国　120 名（中国 93 名，インドネシア 10

名，フィリピン 17 名）

②初級試験問題の「ひらがな」化（技能検定職種との統一

を図るもの）による作成を行うとともに，研修生向けの

初級用教本の改定作業を推進した。

（建設機械施工研修試験委員会）（建設機械施工研修評価

委員会）

福島県会津若松市において開催された「ゆきみらい

2007 in 会津」の一環として除雪機械展示・実演会を 2 月

8 日～ 9 日の 2 日間にわたり会津総合運動公園駐車場で開

催した。

出展者： 21 社と国土交通省東北地方整備局が出展

入場者： 3,800 名

（1）第 57 回海外建設機械化視察団の派遣　　　　　

フランス，パリで開催された建設機械及び建設資材等の

展示会「INTERMAT2006」に視察団（16 名）を派遣し

た。（4月 19 日～ 26 日）

（2）平成 19 年度税制改正に関する要望

平成 19 年度税制に関する国の施策に対して，当協会及

び関係 9団体共同で自由民主党税制調査会に対し，中小企

8．そ　の　他

7．ゆきみらい 2007in 会津「除雪機械展示・実演会」

の開催

6．国 際 協 力

業投資促進税制（法人税）の拡充，環境関連税制（軽油引

取税）の的確な運用，及び償却資産に係わる税務の改善等

に関する要望を行った。（9月 22 日）

専門部会（技術会議）

（1）新技術開発・普及小会議

国土交通省の「公共工事等における新技術活用システム

の本格運用」に関する説明会を実施した。（8 月 29 日，

参加者：本部団体会員 65 名）

（2）安全技術会議

①コンクリートポンプ車総合改善委員会

コンクリートポンプ車の点検整備に関して，第二分科会

における検討経緯を取り纏めた中間報告書（案）を作成し，

委員会にて審議した。

受　託　業　務

官公庁等からの受託業務として「情報化施工の施工管理

に関する検討業務」，「建設機械等による災害対処・復旧支

援に関する検討業務」，「土木工事標準積算における建設機

械経費動態に関する調査解析業務」他 52 件の業務を受託

した。

部　　　　　会

日本建設機械要覧編集委員会，シンポジウム実行委員会

①各委員会等のホームページの開設，充実に協力した。

（建設機械排出ガス規制，トンネル機械技術委員会，路

盤・舗装機械技術委員会，ダンプトラック技術委員会）

②官公庁，関連団体等の連絡情報をホームページの「業務

連絡」のコーナーでタイムリーに提供した。

③「日本建設機械要覧 2007」を刊行した（日本建設機械

要覧編集委員会）。

④「平成 18 年度建設施工と建設機械シンポジウム」（11

月 15 ～ 16 日）を開催し，基調講演，施工技術総合研究

所研究発表，機械部会活動報告とともに，産官学から寄

せられた 41 編の論文が 5 分野に分かれて発表され，活

発な質疑が行われた後，下記の 5編に優秀論文賞が授与

された。（参加者約 250 名）（シンポジウム実行委員会）

優秀論文賞

（1）操作性を向上させた歩道除雪車の開発について

○本間　政幸，小林　弘朗，齋藤　剛（国土交通省

1．広 報 部 会

1．政策等対応

1．新技術開発・普及会議
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北陸地方整備局　北陸技術事務所）

（2）長距離・高速施工シールド工事の施工設備について

―東西連係ガス導管工事（第 1工区）施工実績（そ

の 1）―

○米沢　実，亀井　良至，隈部　毅彦（鹿島建設㈱）

（3）早期地震警報による工事現場の地震時安全性向上

○柳瀬　茂樹，水谷　亮，永田　鉄也（鹿島建設㈱）

（4）舗装工における建設機械の位置計測技術を利用した

施工・施工管理の提案

○坂本　鋼三，金澤　哲也（国土交通省　関東地方

整備局　関東技術事務所）

（5）施工現場・重機へのアドホックネットワーク適用検討

○高野　晴之，清水　淳史（㈱日立製作所），小倉

弘（日立建機㈱）

⑤「建設施工研修会（第 116 回）」を 5月 26 日に開催した。

（来場者約 80 名）

運営委員会，施工技術検討委員会，情報化施工委員会，

大深度地下空間施工技術委員会，建設工事情報化委員

会，建設副産物リサイクル委員会，除雪技術委員会，

機械経費委員会（機種別機械損料委員会），機械損

料・機械経費検討会，施工単価方式専門工種検討会，

橋梁架設工事委員会，大口径岩盤削孔委員会

①施工技術に係わる諸課題の調査等に関して本年度の活動

についての企画検討を実施した。

②情報化施工に関する事例や機器・ソフト等の事例調査を

実施した。また CONET2006 に合わせ 7月 14 日に「IT

建設施工セミナー（第 3回）」を開催し 250 名が参加した。

さらに，国土交通省の施策支援として検査監督業務の

合理化，施工現場の情報化について資料提供等を行った。

③都市域を中心とした 40m 以深の大深度地下空間施工事

例調査をほぼ終了し，利用分野ごとの特徴整理を実施し，

ケーススタディの条件を絞り込み中である。

④建設 IC カードは，建退共のシステム化事業見直し及び

政府のジョブカードへの取組みを受け，今後の運営方針

を検討し，施工現場の情報化に向けた取組みと連携した

総合的な取組みを行うために，平成 19 年度から情報化施

工委員会と建設工事情報化委員会を統合することとした。

⑤自走式土質改良機について技術資料を作成した。

⑥道路除雪技術の向上及び安全施工に関する講習会を 11

月末に開催した（参加者 58 名）。

⑦ユニットプライスに関する情報収集と意見交換を行った。

⑧機械経費に視点を置いた各種情報化施工機器の調査と資

料収集･整理を行った。

⑨海外の機械経費の調査結果について，小冊子をとりまと

2．施工部会

めた。

⑩「建設機械等損料及び橋梁架設工事の積算」講習会を本

部及び各支部 9 箇所にて実施した。（本部： 6 月 12 日，

支部：各支部で 1回開催。参加者計： 534 名）

⑪技術・市場動向等を踏まえ，橋梁（鋼橋・ PC 橋）架設及

び大口径岩盤削孔関連機械経費算定等の検討を行った。

運営連絡会，幹事会，原動機技術委員会，トラクタ技

術委員会，ショベル技術委員会，ダンプトラック技術

委員会，路盤・舗装機械技術委員会，コンクリート機

械技術委員会，基礎工事用機械技術委員会，建築生産

機械技術委員会，除雪機械技術委員会，トンネル機械

技術委員会，油脂技術委員会，情報化機器技術委員会，

機械整備技術委員会

①C規格原案作成計画に基づき，作成を推進した。（各技

術委員会）。

②各技術委員会の活動内容を協会のホームページに公開す

るため準備作業を行った。

路盤舗装機械技術委員会は 6月，ダンプトラック委員

会は 12 月に開設した。

（ホームページ開設済み 8 委員会，計画中 2 委員会は

来期に延期）。

③ JCMAS・ JIS 原案作成・見直し及び ISO/TCの活動支

援を行った（各技術委員会）。

④建設機械用ディーゼルエンジンの排気ガス規制に対し，

整備基準等の抑制指針の情報入手と諸課題に対する検討

と提言を行った（原動機技術委員会）。

⑤地球温暖化防止対策のため，ショベル・トラクタを対象

に燃費効率測定方法の JCMAS改正提案を実施し，更に

低燃費型建設機械制度の骨子作成を製造業部会と共同で

行った（運営連絡会，トラクタ技術委員会，ショベル技

術委員会）。

⑥情報化施工技術による合理化施工の普及促進活動を行っ

た（路盤・舗装機械技術委員会）。

⑦排水性舗装廃材のリサイクル工法に関する課題や将来動

向を調査した（路盤・舗装機械技術委員会）。

⑧建築生産機械の現状及び新工法，新技術を調査・研究し

た（建築生産機械技術委員会）。

⑨「クライミングクレーン Planning 百科」改訂版を 12

月に発刊した（建築生産機械技術委員会）。

⑩除雪機械技術資料の改訂版の発行を平成 19 年 4 月に行

う予定（除雪機械技術委員会）。

⑪シールドトンネル機械の新技術（分岐･合流･拡幅などの

非開削施工，高速・長距離施工等）に関する調査･整理

と今後の課題について検討を行った（トンネル機械技術

3．機 械 部 会
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委員会）。

⑫山岳トンネルにおける粉塵対策の現状と低減対策につい

て調査研究をした（トンネル機械技術委員会）。

⑬建設機械用油脂の普及を計るため，JCMAS 作動油規格

普及促進協議会を 10 月に設立し，オンファイルシステ

ム（認証と供給システム）を今年 4月立上げるための準

備を実施した（油脂技術委員会）。

⑭将来の情報化施工に対応した情報化機器の方向性と標準

化について検討した（情報化機器技術委員会）。

⑮自動車用故障診断機器（OBD Ⅱ）の建設機械への適用

について検討した（機械整備技術委員会，情報化機器技

術委員会）。

⑯以下の見学会，講演会，報告会を実施した。

・数値制御に関する実体験研修会（路盤･舗装機械技術委

員会）

・排水性アスフアルト混合物のリサイクルの現状に関する

意見交換会（路盤･舗装機械技術委員会）

・道路舗装機械の機構変遷研究としてｱｽﾌｱﾙﾄﾌｲﾆｯｼｬについ

ての講演会（路盤･舗装機械技術委員会）

・ CMI 施設見学及びトンネル施工関連技術の講演会（ト

ンネル機械技術委員会）

・ 13 号線南池袋 B線工区土木工事泥水シールド工法見学

会（トンネル機械技術委員会）

・オフロード法に関するセミナー（原動機技術委員会）

・建機用作動油規格と運用に関する説明会（油脂技術委員会）

・情報化施工の高度化技術調査報告（路盤･舗装機械技術

委員会）

標準化会議，ISO/TC127 土工機械委員会〔性能試験

方法（SC1）分科会，安全性及び居住性（SC2）分科

会，運転及び整備（SC3）分科会，用語・分類及び格

付け（SC4）分科会，情報化機械土工（WG2）分科会〕，

ISO/TC195 建設用機械及び装置委員会〔その下にコ

ンクリート機械関係国際規格共同開発調査委員会並び

にコンクリート塊再生処理用破砕機関係国際規格共同

開発調査委員会，及びコンクリート機械（SC 1）分

科会〕，ISO/TC214 昇降式作業台委員会，国内標準委

員会

（1）国際標準化活動

① ISO 幹事国及び主査としての活動

ISO/TC 127/SC 3（運転と整備）及び ISO/TC 195/SC

1（コンクリート機械）に関して国際幹事国業務を実施し，

TC 127/SC 3 及び TC 195/SC 1 における円滑な規格審

議・作成を図った。また，TC 127/SC 3/WG 5（施工現場

情報交換），TC 127/SC 2/WG 5（ショベル転倒時保護構

4．標 準 部 会

造ROPS）及びTC 195/WG 8（骨材処理用機械及び装置）

については，コンビナー及び幹事を務め，DIS 15143 シリ

ーズ，DIS 12117 案文を ISO中央事務局に提出するなど規

格作成を推進した。また，新たに，TC 127/SC 3/WG 4

（つり上げ及び固縛）のコンベナー（宮崎氏）を引き受けた。

② ISO規格案審議活動，特に日本発信の ISO国際規格開発

当協会が審議団体（Pメンバー）になっている ISO/TC

127，TC 195，TC 214 に関連し，日本工業標準調査会

（JISC）の承諾の下，対応する各委員会において国際規格

についての開発，審議，検討を行い，特に，日本提案の

ISO 規格を積極的に推進した。その他，各 ISO 規格案に

対して意見提出，WG会議に参加するなど，積極的に活動

した。

③経済産業省施策の一貫である「コンクリート機械等分野

の国際規格共同開発調査研究」事業により，コンクリー

ト機械及びコンクリート塊再生処理用破砕機の国際規格

化を推進。

④次の各国際会議に出席し，日本としての意見具申を行った。

・ TC 127 総会及び各分科会： 11 月 12 日～ 17 日（オー

ストラリア国シドニー市）

・TC 195 並びに SC 1,WG 5, 7, 8 ： 5 月 9 日～ 5月 12 日

（ポーランド国ワルシャワ市）及び TC 195/SC 1 ： 10

月 18 日～ 10 月 20 日（米国ミルウォーキー市）

・TC 214/WG 1 ： 5 月 2 ～ 5 日（フランス国パリ市）

・他に TC 127 及び同 SC 傘下のWG及び特設会議等に，

日本として積極的に参画

（2）国内標準化活動

①包括的安全基準に適合するC 規格の作成

次の 7件に関して JIS 新規原案作成審議を行い，経済産

業省に提出した。

・「土工機械―安全―第 6部：機械式ショベルの要求事項」

・「道路工事機械―安全―第 6 部：アスファルトフィニッ

シャ」

・「道路工事機械―安全―第 7 部：アスファルトディスト

リビュータ及びアスファルトスプレーヤ」

・「アスファルトプラントの安全要求事項」

・「せん孔機械の安全要求事項」

・「トンネル工事機械―安全―第 3部：TBM」

・「履帯式建設リサイクル機械―安全要求事項―第 1 部：

自走クラッシャ」

② JIS 自主原案作成活動

次の JIS 改正及び新規原案作成，審議を行い，4件を7

日本規格協会に提出，後同協会と共同で経済産業大臣に申

し出予定である。

・ JIS A 8920 土工機械－落下物保護構造の ISO 3449 改正

に基づく改正

建設の施工企画　’07. 668



・ ISO 6011 土工機械－機械運転状況の可視表示の JIS 化

・ ISO 12510 土工機械－運転及び整備－整備性の指針の

JIS 化

・ ISO 21507土工機械－非金属製タンクの要求事項のJIS化

なお，JIS A 8704 アスファルトプラントの仕様書様式

及び性能試験方法の ISO 15642 との整合化に関しては，

国内標準委員会で検討のところ，用語関係など更に調査が

必要なため，規格協会とも調整，平成 19 年 6 月までに提

出となった。

③ JCMAS 制定活動

他の各部会等から提出された下記 3件の JCMAS案を審

議・承認し，WTO/TBT 適正実施規準に基づく意見受付

公告実施の上，会長名で制定した。

・ JCMAS H 020 土工機械―油圧ショベルの燃料消費量―

試験方法（改正）

・ JCMAS H 021 土工機械―ブルドーザの燃料消費量―試

験方法（改正）

・ JCMAS H 022 土工機械―ホイールローダの燃料消費量

―試験方法（改正）

（1）製造業部会

（¡）小幹事会・幹事会および部会を適宜開催して，製造

業部会の事業を推進するとともに，他部会の事業の

うち製造業に関わる事業の推進に協力した。

排ガス，振動・騒音，地球温暖化防止，ライフサ

イクル（機械整備含む），安全確保，規制緩和などを

その対象としていたが，特に

（¡－ 1）排ガス新法設立に関し，

①技術基準策定，制度内容，点検・整備に関し業界内意見

を集約し，官への積極的提言を行った。新法は平成 18

年 4 月 1 日に制定され，同年 10 月 1 日から施行された。

②また，適正燃料使用の啓蒙に当ってはパンフレット作成

と共に，使用者へ配布し活動を継続している。

（¡－ 2）低燃費建設機械指定制度導入に関しては，

①燃費試験標準を改定し，標準委員会で了承された。

②制度・日程骨子を策定し，官へ提案すみ。

③平成 19 年 4 月 1 日から省エネ建機への優遇制度施行開

始予定。

（¡－ 3）次期排ガス規制に関し，

①国際協調を前提に早期技術基準確定に向けて官側へ提言

を行った。

（™）国土交通省をはじめとする関係諸機関との連携・情

報共有化を図り，行政に対する製造業としての意見

を反映するとともに，決定された政策の徹底を図る

よう努めた。

5．業種別部会

（™－ 1）マテリアルハンドリングについて

①マグネット作業（1本ピン仕様につき）がクレーン作業

であることを官側と合意した。

②マテリアルハンドリング作業における安全装置について

業界内の意見統一を図ると共に安全基準についてクレー

ン協会へ申し入れ策定完了。

③また，マグネット作業がクレーン作業であること，安全

装置が必要でありメーカとして対応していく旨をユーザ

サイドへ案内した。

（™－ 2）クレーン道路走行について

①安全なクレーンの道路走行についてユーザ啓蒙を実施した。

②次期開発機の技術指針策定完了。

③現行許可制度の維持・継続を官側へ要求した。

（£）8 月には国土交通省施工企画課を招き，機械部会と

の合同他部会を実施。

最近の施工行政について（国土交通省），排ガス新

法について（国土交通省），上述の製造業部会活動

（中間報告），機械部会からはトンネル工事/除雪機械

の技術資料/建機用作動油のオンファイルシステムに

ついて報告・説明があり，内容につき議論した。

（¢）12 月には国土交通省施工企画課を招き，機械部会，

レンタル業部会，商社部会との合同部会を実施。

製造業部会からは，次期排ガス規制の内容と取組

み，建機の燃費測定法と今後の取組み，建機の安全

対策について説明，議論した。また，施工企画課か

らは建設機械を活用した防災対応についての説明が

あった。

（∞）10 月と平成 19 年 2 月には建設業部会と建機の安全

対策について，今後の進め方につき検討会を開催し

た。

（2）建設業部会

①事業活動計画及び事業活動結果について審議・承認し

た。（幹事会，小幹事会）

②製造業部会，国土交通省などとの会合を開催し，環境，

生産性などに関する情報交換を行った。

③ 6 月 21 日，国土交通省の出席を得て「建設施工行政の

現況」と「オフロード法による建設機械の排出ガス対策

について」の講演，及び製造業部会から「クレーン車の

道路通行について」の情報提供を得て，建設業部会幹事

会を開催し，情報共有と意見交換を行った。

④ 7月 27 日，奥村組・フジタ・錢高組 JV「神流川発電所

新設工事（Ⅰ期）のうち土木工事（水圧管路工区その 2）」

及び東京電力株式会社神流川発電所見学会を開催した。

⑤ 9 月 28 日～ 29 日，鹿島・地崎・宮坂 JV「一般国道

333 号佐呂間町新佐呂間トンネル工事現場見学会，及び

次期中期事業計画立案のため，問題点と課題認識の共有
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をねらいとした部会員意見交換会を開催した。

⑥ 11 月 21，22 日　第 10 回機電技術者意見交換会を実施

した。22 日には幹事会を開催し，同時に国土交通省建

設施工企画課長による講演と意見交換を実施した。

⑦ 12 月 6 日　製造業部会，レンタル業部会，専門工事業

部会と合同部会を開催した。

⑧コンクリートポンプ車の改善事項具体化に向け，コンク

リートポンプ車総合改善委員会第二分科会に積極的に参

画し中間報告書を作成した。

⑨建設機械の安全提案分科会では，災害事例共有化を提案

し，「情報データベースシステム企画書」を作成した。

また，製造業部会,レンタル業部会との協議を重ねた。

⑩環境分科会では，建設機械等に関する環境用語を分類・

整理し，用語集を作成した。

⑪協会より依頼のあった「建機施工の安全評価指標に関す

るアンケート調査」の回答に協力した。（平成 19 年 3 月）

（3）商社部会

①商社部会主催による講演会を開催した。

期　日： 3月 13 日

場　所：機械振興会館　地下 3階　研修― 2号室

演　題：「新年度の内外情勢―その底流と眺望―」

講　師：伊藤忠商事株式会社 理事

拓殖大学 名誉教授　　森岡 正憲 氏

参加者：約 70 名

②部会員の連携強化と相互理解を図るため，商社部会のホ

ームページの立上げの準備をした。

③ CONET2006 への出展参加（3社）をするとともに，環

境コーナー「低騒音・低振動への取組み」への展示協力

を行った。

④製造業部会主催の「クレーン車道路通行WG」に参画し，

パンフレット「クレーン車の道路通行についてのお願い」

の作成に協力した。

⑤部会員の抱える問題点を把握し，その解決に向けて活動

するため，分科会設置の検討と関係官公庁との対話等を

進める準備をした。

（4）レンタル業部会

①「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律（オフ

ロード法）の説明会（7月 3日）」に参加した。

②全国レンタル業会員連絡会（7 月 14 日）を開催し，ユ

ニットプライスの動向についての情報交換を行うととも

に，CONET2006 の視察と交流会を実施した。

③各支部のレンタル業会員との情報ネットワーク構築の準

備をした。

④ CONET2006 に出展 5 社および防災・安全コーナー展

示，ペイントコンテストに協力した。

⑤建設業部会との交流会を実施した（12 月 15 日）。

⑥業種別部会（製造業・建設業・商社）との合同部会（12

月 6 日）に参加し，意見交換を行なった。

⑦建設業部会・建設機械の安全提案分科会（1 月 31 日）

に参加し，意見交換を行なった。

⑧協会より依頼のあった「建機施工の安全評価指標に関す

るアンケート調査」の回答に協力した。（平成 19 年 3 月）

（5）専門工事業部会

①各支部の専門工事業会員を調査し，全国規模での部会開

催の検討を行った。

②シンポジウム実行委員会に委員として参加した。

③標準部会標準化会議に参画した。

④試験部実地試験検討委員会に委員長として参画した。

⑤協会より依頼のあった「建機施工の安全評価指標に関す

るアンケート調査」の回答に協力した。（平成 19 年 3 月）
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調査，試験，研究，開発業務

建設機械の性能向上および新機種の開発などに関する試

験研究並びに建設機械の安全性や居住性，信頼性や耐久性

などの調査試験研究を下記のとおり実施した。

特に新機種の開発においては，現場ニーズに応える実用

的な開発と基礎技術に関する実験研究を踏まえた開発を重

点的に実施した。

①新機種の開発

低騒音舗装の機能維持，埋設物地中探査，道路・河川

の各種維持点検作業および災害時の対応や安全確保に関

1．建設機械に関する調査・研究・開発

連した 14 件の業務を実施した。

②信頼性及び耐久性

災害対策用機械の点検・整備マニュアル策定等 2件の

業務を実施した。

③安全性

建設機械及び除雪機械の安全対策に関する 3件の業務

を実施した。

④環境対策及び防災

建設機械の排ガス対策等 3件の業務を実施した。

道路，トンネル，橋梁，ダム，河川，海岸など建設工事

全般にわたる機械化施工法の調査試験研究をはじめ，大規

2．機械化施工に関する調査・試験・研究

施工技術総合研究所



模工事，特殊工事における使用機械の選定や積算，これに

ともなう施工方式などの諸問題について，下記のとおり調

査試験研究を実施した。

①新技術の活用

情報化施工に関する検討および新しい技術に関する調

査等 7件の業務を実施した。

②積算および発注支援

施工形態動向解析や積算契約方式等の発注者支援に係

わる 5件の業務を実施した。

③トンネル

現場における諸問題に対する技術支援を中心に 23 件

の業務を実施した。

④舗装・土工

アスファルト混合物の品質調査等 2件の業務を実施し

た。

⑤橋梁

橋梁の施工検討等 6件の業務を実施した。

⑥ダム

ダム工事への IT技術導入等 4件の業務を実施した。

⑦環境及びリサイクル

建設工事による振動・騒音および粉じんに関する調査

業務 1件を実施した。

⑧防災・復旧対策

急傾斜地防災対策に関する工法検討業務 1件を実施し

た。

当研究所所有の大型疲労試験機および屋外輪荷重疲労試

験機，ならびに中日本高速道路㈱所有の構造物疲労試験

機・移動載荷疲労試験機を用いて，鋼構造物およびコンク

リート構造物の疲労試験を実施し，構造物の疲労特性等の

検討を行った。

①鋼床版および厚板・ケーブルの疲労試験　7件

②橋梁等の構造物強度試験　3件

③検査技術に関する調査，研究　3件

建設機械の性能向上を図り，ユーザーへの正確な情報を

伝達するために，メーカーの依頼により性能試験を実施し

た。また，建設機械の環境対策および安全性等に関する評

価に資するために，建設機械に関する評定・認定等を実施

した。

①ROPS の性能試験　3件

②除雪機械の性能試験

除雪ドーザ 6件，ロータリ除雪車　10 件

③特定原動機の排出ガス検査　7件

4．建設機械の性能試験及び評定等

3．疲労試験及び構造物強度試験

④排出ガス対策型エンジンの評定　42 件

⑤低騒音型建設機械の計量証明　136 件

⑥低振動型建設機械の計量証明　1件

⑦標準操作方式建設機械の認定　 110 件

⑧ウォータージェットによるはつり処理性能試験　10 件

⑨移動式生コン製造装置供給システム性能試験　1件

民間が自主的に開発した建設機械化技術について，学識

経験者等により組織する審査委員会を設けて実施し，開発

目的が達成されたと認められる下記技術 4件について審査

証明書を発行した。

①MDP工法（環境にやさしい管路の新設・維持管理用工

法）

② 3DM工法（三次元撹拌式地盤改良工法）

③移動式フレッシュコンクリート製造・圧送システム

④前田式無人化機械土工システム

建設機械，機械化施工法等に関する技術的諸問題につい

て，26 件の技術指導を行った。

土木建築工事に必要な各種材料等について，材料試験を

行った。

①床版防水工性能評価試験　3件

②ショットクリート性能評価試験　1件

③コンクリート試験　87 件

④骨材及び岩石試験　3件

⑤鉄筋試験　9件

試験研究施設について，10 件の施設貸与を行った。

民間等との共同研究 4件を実施した。

①トンネル維持管理に関する研究

②大深度地下分岐合流部の設計施工技術に関する研究

③鋼床版の超音波探傷システム開発に関する研究

④防水シートの品質向上に関する研究

当研究所では，受託業務と連携して機械・トンネル・土

工・舗装・橋梁等の各分野の重要課題について，自主研究

として継続的な研究を実施し，データとノウハウの蓄積に

努めている。平成 18 年度に実施（継続）した課題は，以

10．自主研究

9．共同研究

8．施設貸与

7．材料試験

6．技術指導等

5．建設機械化技術の技術審査証明
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下の 13 件である。

①トンネル地山評価に関する研究

②山岳トンネルの止水技術の研究と開発

③トンネルの健全度調査と維持補修技術に関する研究

④深層混合処理（DJM）工法の研究

⑤CSG工法に関する研究

⑥低騒音舗装の機能維持管理に関する研究

⑦鋼床版の疲労損傷とその補修補強方法に関する研究

⑧コンクリート構造物の補修・補強技術に関する研究

⑨建設工事が環境に及ぼす影響に係わる調査研究

⑩建設機械施工の安全性向上に関する調査研究

⑪現場ニーズに応える機械設備に関する研究開発

⑫建設機械の低燃費化促進に関する研究

⑬低濃度注入工法の研究

機械化施工に関する新技術開発研究会（CMI 研究会）

建設技術の向上と建設事業の効率化を目的に，大学・企

業等関連機関と協力して，新機種・新工法・新材料等の技

術開発を実施しており，本年度は以下の 1部会を設けて実

施した。

①建設機械施工の安全対策部会
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建設の施工企画　’07. 676

1．総　　　会

第 58 回通常総会を 5月 18 日に虎ノ門パストラルで開催

する。

2．役　員　会

（1）理　事　会

通常総会に附議する事項等を審議するため 5 月 9 日に，

また，上半期の事業等の進捗状況を審議するため 10 月下

旬にそれぞれ開催する。

（2）常務理事会

常務執行上の諸問題について必要に応じて随時開催す

る。

3．運営幹事会

理事会，総会に提出する案件の企画立案及び会員相互

の連絡にあたるため，必要に応じて随時開催する。

1．新規事業等への取組み

①建設事業に係わる発注者支援業務の構築

当協会の公益的活動の強化として，建設機械関係の総

合評価方式入札契約等における発注者の業務支援を行う

ため，国など関係機関と協議，調整しつつ「土木機械設

備技術評価エキスパート認定制度（仮称）」を創設し，

業務実施体制の整備を行う。

②公益法人改革への取組み

「公益法人改革」に対応するため，公益社団法人の認

定要件に留意し，公益事業の拡充，収支状況の改善（留

保金額の適正化）等の課題に中長期的に取り組む。

③研究開発助成制度の創設

建設機械分野の学術研究の振興を目的として，産・学

を対象とした研究開発助成制度を創設する。

④災害応急対策業務の強化

国土交通省との災害応急対策業務協定を全支部におい

て締結し，災害対策活動支援の体制強化を図る。なお，

協定に参画した会員企業に対する経営審査における優遇

制度の周知と証明文書発行体制の整備を行う。

（東北・北陸・関東・中部・関西・四国・九州は協定

締結済み）

平成 19 年度の主な事業（各種委員会等）

総会，役員会，運営幹事会

2．会長賞の表彰（会長賞選考委員会）

平成 19 年度会長賞を選考し，表彰を行う。

3．建設機械施工技術検定試験（総括試験委員会）

総括試験委員会及び所要の試験委員会を設置し，建設機

械施工技術検定試験を実施する。平成 19 年度の技術検定

試験の日程は，次のとおりである。

①受検申請期間（1 ・ 2 級共通）： 3 月 15 日～ 4 月 13

日

②学科試験： 6月 17 日

③学科試験合格発表： 8月上旬

④実地試験： 8月下旬～ 9月中旬

⑤検定試験合格発表： 11 月中旬

4．機関誌の発行（機関誌編集委員会）・図書出版等

①機関誌「建設の施工企画」平成 19 年 4 月号～平成 20

年 3 月号を発行する。

②次の図書を出版する。

・「建設機械等損料表」（平成 19 年度版）

・「橋梁架設工事の積算」（平成 19 年度版）

・「除雪機械技術資料」（平成 19 年度版）

5．CONET（CONET 実行委員会）

（1）CONETの開催準備

次回の「建設機械と施工技術展示会」（通称「CONET」）

平成 19年度事業計画



の企画検討を行う。

（2）国際展示会への参加

①BAUMA 2007（ドイツ　ミュンヘン）

開催期間： 4月 23 日～ 29 日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う。

②CONEX KOREA（韓国　ソウル）

開催期間： 9月 6日～ 10 日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う。

③BICES（中国　北京）

開催期間： 10 月 16 日～ 19 日

目　　的：中国との交流を活性化する為に，日本企業

からなる「日本パビリオン」を設置し，商

機の拡大を目指す。CONETへの招致活動，

及び協会の概要，活動内容の紹介を行う。

④EXCON INDIA（インド　バンガロール）

開催期間： 11 月 28 日～ 12 月 2 日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う。

⑤ SAMOTER（イタリア　ベローナ）

開催期間： 2008 年 3 月 5 日～ 9日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う。

⑥CONEXPO（アメリカ　ラスベガス）

開催期間： 2008 年 3 月 11 日～ 15 日

目　　的：CONET への招致活動，及び協会の概要，

活動内容の紹介を行う

6．除雪機械展示・実演会の開催

期　日：平成 20 年 2 月上旬予定

場　所：北海道千歳市

「2008 ふゆトピア・フェア in 千歳」（仮称）

の一環として開催予定

7．国 際 協 力

①外国人の「建設機械施工」の分野での研修に対し，そ

の研修成果を評価する為，試験を実施する。

（（財）国際研修協力機構認定試験）（建設機械施工研

修評価委員会）

②研修生向けの初級用教本の改訂版の作成（前年度より

継続）と，試験実施規定の見直しを行う。 （建設機

械施工研修試験委員会）（建設機械施工研修評価委員

会）

8．海外建設機械化視察団の派遣

①ドイツ，ミュンヘンで開催される国際建設機械見本市

「BAUMA2007」に視察団を派遣する。（4 月 23 日～

29 日）

②米国，ラスベガスで開催される国際建設機械見本市

「CONEXPO-CON/AGG2008」に視察団を派遣する。

（平成 20 年 3 月）

建設機械の製造・施工に関する新技術の開発・普及，環

境保全対策，並びに安全対策等について，業種連携による

効果的な活動の実施を図る。

1．安全技術会議

（1）コンクリートポンプ車総合改善委員会

コンクリートポンプ車を使用する施工の安全を確保する

方策を検討する。

①第一分科会では，コンクリートポンプ車のあるべき姿

（仕様）等をとりまとめる。

②第二分科会では，コンクリートポンプ車の適切な検査

（点検・整備）項目，検査方法，時期などをとりまと

める。

③第三分科会では，次世代のコンクリートポンプ車の普

及方策や安全な施工法を検討する。

（2）業種別部会の連携

業種別部会の建機施工安全推進活動に伴う課題について

調整を図り，必要な連携活動を実施する。

1．政策等対応

官公庁等からの受託業務を実施する。

1．広 報 部 会

日本建設機械要覧編集委員会，シンポジウム実行委員

会

①各部会，委員会に対し広報の観点から適時提言を行う。

②各部会・委員会の活動成果を受け，機関誌・ホームペー

ジに公開し，建設事業の機械化の推進に資する。

③会員のニーズを把握し，的確な情報をタイムリーに提供

する。

④「日本建設機械要覧 2007」の刊行に伴い，要覧クラブ

会員へのサービスを拡大する。

⑤「平成 19 年度建設施工と建設機械シンポジウム」（10

月 18 日～ 19 日）を開催する。

⑥「機械施工研修会（第 117 回）」を 5月 24 日に開催する。

部　　　会

受　託　業　務

専門部会（技術会議）
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2．施 工 部 会

運営委員会，情報化施工委員会，大深度地下空間施工

技術委員会，建設副産物リサイクル委員会，除雪技術

委員会，災害復旧対策委員会，機械損料・機械経費検

討会，施工単価方式専門工種検討会，橋梁架設工事委

員会，大口径岩盤削孔委員会

①施工技術を取り巻く課題について，情報収集及び意見交

換を行い，部会活動の活性化を推進する。

②情報化施工に関し，政府のイノベーション 25 の動きに

対応した新たな情報化施工の施策取り組みに対応した活

動を実施する。また，検査監督の合理化・簡素化に関す

る行政施策の支援及びセミナーなどの開催を通じて民間

への情報提供を行う。また，非接触 ID タグの建設分野

での活用を始め，建設施工現場での実用性が期待される

新たな情報ツールの検討を行うとともに，継続して建設

ICカードの普及に取り組む。

③大深度地下空間施工について，施工事例調査により技術

的問題点を整理する。更にケーススタデイを行い，施工

計画の立案時における技術面，法制面等の課題を整理し，

提言としてまとめる。

④建設副産物リサイクル機械のうち自走式土質改良機につ

いて平成 18 年度作成した技術資料への最新実績等の反

映を行い資料の充実を図る。

⑤除雪技術の向上及び安全施工について検討し，講習会を

開催する。

⑥災害対処復旧作業に有効な資機材調達や運搬，施工法に

ついて検討を行う。

⑦新たな施工･積算技術に対応した機械経費の検討として，

新機種･新型建設機械，情報化施工機器に関する実態調

査を行うとともに，ユニットプライスに対応した機械経

費の検討を進める。

⑧施工安全･施工環境対応の機械経費の推進として，排ガ

ス対応機械，リサイクル対応機械，施工安全対応型機械

の使用実態調査，生産実態調査を行う。

⑨機械経費体系の研究として，現状の機械経費理論の分

析･研究を行うとともに，諸外国の機械経費体系の研究

を進める。

⑩「建設機械等損料･橋梁架設・大口径岩盤削孔工法」に

関する講習会を行う。

⑪橋梁（鋼橋・ PC橋）架設及び大口径岩盤削孔関連機械

経費算定等の検討を行う。

3．機　械　部　会

運営連絡会，幹事会，原動機技術委員会，トラクタ技

術委員会，ショベル技術委員会，ダンプトラック技術

委員会，路盤・舗装機械技術委員会，コンクリート機

械技術委員会，基礎工事用機械技術委員会，建築生産

機械技術委員会，除雪機械技術委員会，トンネル機械

技術委員会，油脂技術委員会，情報化機器技術委員会，

機械整備技術委員会

①協会の活動方針，技術委員会の活動計画・成果，建設行

政等の動向の紹介と意見交換を行い，部会の活動計画を

立案する（運営連絡会）。

②各技術委員会の活動計画と実績の審議，及び活動成果の

発表を行う（幹事会）。

③C規格原案を作成する（各技術委員会）。

④各技術委員会の活動内容を協会のホームページに公開す

る（各技術委員会）。

⑤ JCMAS・ JIS 原案作成・見直し及び ISO/TCの活動支

援を行う（各技術委員会）。

⑥建設機械用ディーゼルエンジンの次期排気ガス規制に対

し，情報入手と諸課題に対する検討と提言を行う（原動

機技術委員会）。

⑦地球温暖化防止対策のため，ショベル・トラクタを対象

に低燃費建設機械の制度骨子検討を製造業部会と共同で

行う（運営連絡会，トラクタ技術委員会，ショベル技術

委員会）。

⑧情報化施工技術による合理化施工の普及促進活動を行う

（路盤・舗装機械技術委員会）。

⑨舗装機械草創期からの歩み，変遷の資料をまとめる（路

盤・舗装機械技術委員会）。

⑩ CO2 削減工法として新材料による常温材の調査を行う

（路盤･舗装機械技術委員会）

⑪建築生産機械の現状及び新工法，新技術を調査・研究す

る（建築生産機械技術委員会）。

⑫除雪機械技術資料の改訂版の発行を行う（除雪機械技術

委員会）。

⑬除雪機械の安全マニュアルを作成する（除雪機械技術委

員会）

⑭シールドトンネル機械及び山岳トンネル機械の事故事例

を調査し操作の安全対策を研究する（トンネル機械技術

委員会）。

⑮山岳トンネルにおける粉塵対策の現状と低減対策につい

て調査研究する（トンネル機械技術委員会）。

⑯建設機械用油脂の普及を計るため，オンファイルシステ

ム（認証と供給システム）を開設する（油脂技術委員会）。

⑰将来の情報化施工に対応した情報化機器の方向性と標準

化について検討する（情報化機器技術委員会）。

⑱自動車用故障診断機器（OBD Ⅱ）の建設機械への適用

について検討する（機械整備技術委員会，情報化機器技

術委員会）。

⑲機械化施工技術等に関する見学会及び講演会を開催する
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（ダンプトラック技術委員会，路盤・舗装機械技術委員

会，コンクリート機械技術委員会，基礎工事用機械技術

委員会，建築生産機械技術委員会，トンネル機械技術委

員会，機械整備技術委員会）。

4．標準部会

標準化会議，ISO/TC127 土工機械委員会〔性能試験

方法（SC1）分科会，安全性及び居住性（SC2）分科

会，運転及び整備（SC3）分科会，用語・分類及び格

付け（SC4）分科会，施工現場情報交換（SC 3/WG 5）

分科会〕，ISO/TC195 建設用機械及び装置委員会〔そ

の下にコンクリート機械関係国際規格共同開発調査委

員会，コンクリート塊再生処理破砕機関係国際規格共

同開発調査委員会〕，ISO/TC214 昇降式作業台委員会，

国内標準委員会

（1）国際標準化活動

① ISO 幹事国及び主査としての活動

ISO/TC 127/SC 3（運転と整備）及び ISO/TC

195/SC 1（コンクリート機械）に関して国際議長及

び国際幹事を務め，国際幹事国業務を実施し，TC

127/SC 3 及び TC 195/SC 1 における円滑な規格審

議・作成を図る。また，TC 127/SC 2/WG 5（ショベ

ル転倒時保護構造 ROPS），TC 127/SC 3/WG 4（つ

り上げ及び固縛），TC 127/SC 3/WG 5（施工現場情

報交換）及びTC 195/WG 8（骨材処理用機械及び装

置）については，コンビナー及び幹事を務め，規格作

成を推進する。

②ISO 規格案審議活動，特に日本発信の ISO 国際規格

開発

当協会が審議団体（P メンバー）になっている

ISO/TC 127，TC 195，TC 214 に関連し，日本工業

標準調査会（JISC）の委託を受け，対応する各委員

会において国際規格についての開発，審議，検討を行

い，特に，国際規格案 ISO/DIS 15143 シリーズ（施

工現場情報交換）は，国内の情報化施工の推進と連携

して規格化を図り，このほか，ISO/DIS 12117-2（シ

ョベル転倒時保護構造）などの日本提案を積極的に推

進する。また，日本提案以外でも，ISOで新規に検討

されることとなっている「エネルギー消費試験方法」，

従来から審議の ISO 20474 シリーズ「土工機械－安

全要求事項」などの審議に，積極的に関与する。

③経済産業省施策の一貫である「コンクリート機械等分

野の国際規格共同開発調査研究」については，下記を

重点に実施する。

・DIS 21573-2 建設用機械及び装置－コンクリートポ

ンプ－第 2部：性能試験方法 制定へ

・建設用機械及び装置－コンクリートポンプ及びモル

タル圧送ポンプ，吹付機，ブーム装置の安全要求事

項　再度NP検討

・DIS 21873-1 建設用機械及び装置－破砕機－第 1

部：用語と仕様項目 FDIS へ

・建設用機械及び装置－破砕機－第 2部：安全要求事

項　CD作成

・コンクリートミキサ及びプラントの安全要求事項

WD作成

④次の各国際会議に出席し，日本としての意見具申を行

う。

①TC 195 及び WG 5, 7, 8 ： 5 月 8 日～ 5 月 11 日

（韓国チェジュ島）

②TC 127 及び TC 214 のWG 及び特設会議等に，積

極的に参画する予定である。

（2）国内標準化活動

①包括的安全基準に適合する C 規格の作成： 次の 5件

に関して JIS 新規原案作成審議を行い，経済産業省に

提出する。

・「土工機械－安全－第 7 部：グレーダの要求事項」

（ISO/CD 20474-8 投票完了）

・「基礎工事機械－安全－第 2部：くい打機以外の機

械の要求事項」

・「トラックミキサの安全要求事項」

・「道路機械－安全－第 8部：高速道路維持機械の要

求事項」

・「道路機械－安全－第 9部：路面清掃機械の要求事

項」

②JIS 自主原案作成活動： 上記の他，（財）日本規格協

会の技術的支援を得て，建設機械に関する下記 JIS 改

正原案の作成・審議を行う。なお，平成 20 年 6 月末

までに同協会に提出，その後，同協会と共同で，経済

産業大臣に JIS 改正を申し出する予定である。

・JIS A 8302 土工機械－運転員・整備員の乗降，移

動用設備　改正

・JIS A 8311 土工機械－運転員の視野－試験方法及

び性能基準　改正

・（JIS 現行版名称　土工機械－運転席の視界測定方

法とその評価基準）

・JIS A 8316 土工機械－電磁両立性　改正

・JIS A 8403-5 土工機械－油圧ショベル－第 5部：

掘削力測定方法　改正

・JIS A 8422-1 土工機械－ダンプトラック－第 1

部：用語及び仕様項目　改正

・JIS A 8603 コンクリートミキサ　改正

③JCMAS 制定活動：各部会等から提出された JCMAS
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案の制定を図る

・各部会からの JCMAS 案の審議

・従来規格の見直し（確認，改正，廃止）

・安全対策関係などの JCMAS 化

・情報化施工に関する JCMAS案の作成審議

5．業種別部会

（1）製造業部会

①小幹事会・幹事会および部会などを適宜開催して，製

造業部会の事業を強力に推進するとともに，他部会の

事業において製造業に関わる事業の推進に協力する。

排ガス，振動・騒音，地球温暖化防止，ライフサイ

クル（機械整備含む），安全確保，規制緩和などがそ

の対象となるが，特に平成 23 年からの導入が検討さ

れている次期排ガス規制への対応，低燃費建設機械指

定制度導入などが重要課題となる。

②国土交通省をはじめとする関係諸機関との連携を図

り，行政に対する製造業としての提言を積極的に行う

と共に，決定された政策の履行に当たっての業界内説

明，啓蒙活動によりその徹底に努める。

③他部会との連携を図りながら，シンポジウム，現場見

学会などを企画・実施し，今後重要とされる施工技術，

規制動向，安全への要求など建設機械に必要とされる

情報を積極的に収集し，部会員の見識を高めると共に，

今後製造業として取り組むべき施策についてその方向

性を確認していく。

④今後他部会と連携して実施できる先行的・自主的な活

動テーマを検討，絞込みを行う。

（2）建設業部会

①幹事会，小幹事会を開催し，事業活動計画及び事業活

動結果について審議・承認並びに部会活動計画の作成

を行う。

②生産性向上と品質確保をねらいとした「人づくり」

「場づくり」の環境を整備する。

・関係省庁及び協会会員企業相互の意見交換を実施す

る。

・第 11 回機電技術者意見交換会及び講演会を開催す

る。

・新技術又は新工法の工事現場見学会及び勉強会を開

催する。

③環境配慮型機械技術の部会員への啓発活動を推進す

る。

・環境をテーマとした工事現場あるいは工場等の見学

会を開催する。

・関係省庁及び製造業部会との意見交換を実施する。

④建設機械事故防止活動を推進する。

・建設機械事故防止推進分科会を立上げ，（仮）安全

情報技術会議の設立を提案する。

・部会内での事故事例共有化を促進すると共に，関連

部会との連携を図る。

・「情報共有データベースシステム」の構築を図る。

⑤国土交通分野イノベーションの取組に参画し，情報収

集および意見交換を行う。

⑥部会活動の情報発信を活性化する。（建設業部会 HP

メンテの体制の整備）

（3）商 社 部 会

①懇談会，講演会，見学会を開催する。

②部会員の連携強化と相互理解を図るため，商社部会の

ホームページを立上げる。

③部会員の抱える問題点を把握し，分科会を設置して意

見を取りまとめ，関係官公庁との対話等を進める。

④各部会，委員会との情報交換を行い，各種事業活動に

協力する。

（4）レンタル業部会

①他業種別部会との意見交換を実施する。

②関係官公庁と連絡，資料の提供を行い，政策に反映す

るよう働きかける。

③メーカー動向もしくは現場動向把握の為に，見学会を

実施する。

④建設機械損料関連事項及びレンタル料について意見交

換を実施する。

⑤部会及び業界の地位向上を図る。

（5）専門工事業部会

①部会メンバーの増強を図る。

②専門工事業者にとって有益な事業活動を行う。

・建設機械施工技士の地位の向上を図る。

・損料部会機種別機械損料検討作業部会に参画して現

状の反映を図る。

・事業税・機械取得税・経費取引税等，税制面での優

遇措置を提案する。

③各部会，委員会との情報交換を行い，各種事業活動に

協力する。

1．調査，試験，研究，開発業務

次の受託業務について調査，試験，研究，開発を行う。

1.1 建設機械に関する調査・研究・開発

1）建設機械の新機種の開発

2）建設機械の安全性に関する調査研究

3）建設機械の環境対策に関する調査研究

1.2 機械化施工に関する調査・試験・研究
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《名 誉 会 長》

玉　光　弘　明 前6日本建設機械化協会会長

《役　　　員》

会長・理事

小　野　和日児 6日本建設機械化協会

副会長・理事

坂　根　正　弘 ㈱小松製作所代表取締役社長

山　本　卓　朗 鉄建建設㈱代表取締役会長

岡　h 治　義 6日本建設機械化協会

専 務 理 事

松　隈　宣　明 6日本建設機械化協会

常 務 理 事

青　野　捷　人 東日本高速道路㈱常務取締役

石　木　厚　重 TCM㈱執行役社長

井　手　義　博 （独）水資源機構技師長

稲　留　　　弘 ケンサンリース㈱代表取締役会長

今　岡　亮　司 7日本建設情報総合センター理事

大　林　芳　久 ㈱大林組代表取締役副社長

大　前　和　博 佐藤工業㈱常務執行役員土木事業本

部長

小　野　武　彦 清水建設㈱代表取締役専務執行役員

土木事業本部長

加　島　　　聰 7海洋架橋・橋梁調査会常務理事

柏　　　忠　信 富士物産㈱代表取締役社長

金　山　良　治 西松建設㈱取締役相談役

川　合　　　勝 鹿島建設㈱執行役員副社長

木　川　理二郎 日立建機㈱代表執行役社長兼取締役

北　川　　　久 7首都高速道路技術センター理事長

沓　名　俊　久 ㈱間組取締役･専務執行役員土木事

業本部長

酒　井　一　郎 酒井重工業㈱代表取締役社長

佐　藤　博　樹 ㈱ NIPPO コーポレーション常務取

締役

島　田　博　夫 コベルコ建機㈱代表取締役社長

清　水　謙　介 住友建機㈱代表取締役社長

田　口　神酒雄 前田建設工業㈱常務執行役員安全環

境本部長

野　原　　　宏 三井造船㈱常務取締役鉄構・物流事

業本部長

広　瀬　正　典 新キャタピラー三菱㈱取締役社長

前　原　雅　幸 東京電力㈱建設部長

三　嶋　和　彦 川崎重工業㈱執行役員車両カンパニ

ーバイスプレジデント

山　口　啓　二 ㈱熊谷組代表取締役副社長

吉　田　　　明 大成建設㈱執行役員土木本部副本部長
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1）機械化土工，岩石工及び基礎工に関する調査研究

2）トンネルの機械掘削及び施工法に関する調査研究

3）橋梁の補修・補強に関する調査・研究

4）ダムコンクリートの骨材配合試験及び締固め試験

5）舗装に関する施工法の調査研究

1.3 疲労試験及び構造物強度試験

1）コンクリート床版及び PC床版の疲労試験

2）各種継手や鋼構造物の疲労試験

3）鋼及びコンクリート構造の実物大模型の載荷試験

1.4 建設機械の性能試験及び評定等

1）ROPS 及び FOPS の性能試験

2）除雪機械及び各種建設機械の性能試験

3）特定原動機及び特定特殊自動車の排出ガス検査

4）排出ガス対策型エンジン及び黒煙浄化装置の評定

5）低騒音・低振動型建設機械の計量証明

6）標準操作方式建設機械の認定

7）ウォータージェットによるはつり処理性能試験

1.5 建設機械化技術の技術審査証明

民間が自主的に開発した建設機械化技術について，審査

委員会を設けて実施し，開発目的が達成されたと認められ

る技術については，審査証明書を発行する。

1.6 技術指導等

1）建設機械，機械化施工法等に関する技術的諸問題に

ついて技術指導を行う。また，国土交通省のアドバ

イザー制度による業務を行う。

2）土木建築工事に必要な各種材料（鉄筋，コンクリー

ト，アスファルト，岩石及び土質等）について材料

試験を行う。

2．CMI 研究会

機械化施工に関する新技術開発研究会（CMI 研究会）

の推進を図る。

平成 19年度　役員・顧問・運営幹事・部会長等



吉　田　雄　彦 三菱重工業㈱代表取締役常務執行役

員汎用機・特車事業本部長

吉　田　昌　和 ㈱竹中工務店取締役

加　納　研之助 6日本建設機械化協会

山　名　　　良 6日本建設機械化協会

小　林　豊　明 伊藤組土建㈱代表取締役副社長

鈴　木　基　行 東北大学教授

和　田　　　惇 6北陸建設弘済会理事長

土　屋　功　一 名工建設㈱顧問

深　川　良　一 立命館大学理工学部教授

中　村　秀　治 広島大学大学院工学研究科教授

望　月　秋　利 徳島大学大学院ソシオテクノサイエ

ンス研究部教授

古　川　恒　雄 福田道路㈱常務執行役員

理　　　事

井　上　喬　之 日本国土開発㈱副社長執行役員

大　坪　英　志 新潟トランシス㈱代表取締役社長

加　藤　公　康 ㈱加藤製作所取締役社長

神　原　裕　一 ㈱奥村組代表取締役副社長執行役

員・営業本部兼技術本部長

岸　　　　　勝 日工㈱代表取締役社長

後　藤　　　勇 ㈱エミック･ケーテック専務取締役

塩　路　伸　世 ㈱クボタ取締役建設機械事業部長

鈴　木　道　雄 戸田建設㈱取締役専務執行役員

丹　野　宜　弘 コベルコクレーン㈱代表取締役社長

寺　田　順　三 伊藤忠建機㈱取締役第一事業部長

名　竹　利　行 日立住友重機械建機クレーン㈱代表

取締役社長

能　勢　博　夫 石川島建機㈱取締役

平　井　忠　義 いすゞ自動車㈱パワートレイン事業

部長

満　岡　英　世 東亜建設工業㈱執行役員専務

山　口　教　男 三菱商事㈱レンタル・建機事業ユニ

ットマネージャー

山　下　南海男 古河機械金属㈱常務取締役

吉　井　秀　行 ㈱日立プラントテクノロジー機械シ

ステム事業部エンジニアリング統括

部部長

三　浦　弘　志 岩田地崎建設㈱取締役副社長執行役員

青　沼　正　光 東北電力㈱土木建築部長

塚　本　宏　昭 コマツ新潟㈱代表取締役社長

服　部　　　桂 日本車輌製造㈱専務取締役

村　杉　　　滋 日立建機㈱西日本事業部事業部長

a 倉　寅　喜 大林道路㈱中国支店副支店長

田　中　英　成 四国電力㈱土木建築部長

麻　生　　　誠 ㈱筑豊製作所代表取締役社長

監　　　事

斎　木　成　治 産業リーシング㈱常務取締役工務部長

南　部　憲　一 ㈱荏原由倉ハイドロテック常務取締

役営業統括部長

振　井　茂　宏 東急建設㈱常務執行役員

《顧　　　問》

最 高 顧 問

三　谷　　　健 元本協会副会長

名 誉 顧 問

長　尾　　　満 元本協会会長

顧　　　問

青　山　俊　樹 （独）水資源機構理事長

浅　井　新一郎 元建設省

安　崎　　　暁 元本協会副会長・㈱小松製作所特別

顧問

石　川　正　夫 技術士

上　東　公　民 元建設省

梅　田　亮　栄 元建設省

大　窪　敏　夫 前本協会北海道支部長

大　橋　秀　夫 技術士

岡　田　　　元 元本協会副会長・日立建機㈱名誉相談役

河　井　清　和 元本協会副会長・新キャタピラー三

菱㈱相談役

川　崎　迪　一 前本協会九州支部長

川　本　正　知 元水資源開発公団総裁

岸　野　佑　次 前本協会東北支部長

木　村　隆　一 元鹿島建設㈱

桑　垣　悦　夫 元建設省

高　野　　　漠 酒井重工業㈱技術顧問

近　藤　　　徹 東北電力㈱常任顧問

佐　方　毅　之 元㈱小松製作所

佐久間　　　甫 元本協会副会長

佐々木　　　康 前中国支部長・7国土技術研究セ

ンター顧問

佐　藤　信　秋 前国土交通事務次官

佐　藤　信　彦 7道路保全技術センター理事長

杉　山　庸　夫 技術士

鈴　木　道　雄 7道路環境研究所理事長

瀬　口　龍　一 元本協会副会長・日立建機㈱相談役

瀬　田　幸　敏 イーグル工業㈱顧問

田　中　康　順 福岡北九州高速道路公社理事長

田　中　康　之 元建設省

多　田　宏　行 7道路保全技術センター顧問

高　田　邦　彦 西日本高速道路㈱取締役

高　野　浩　二 元本協会関西支部長
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高　橋　和　治 6 日本アミューズメントマシン工

業協会専務理事

玉　野　治　光 ㈱道路構造技術監査役

津　田　弘　徳 前本協会運営幹事長・㈱ハネック

ス・ロード顧問

塚　原　重　美 技術士

寺　島　　　旭 技術士

豊　田　高　司 元建設省

中　岡　智　信 朝日航洋㈱常務取締役

長　澤　不二男 元本協会副会長

中　島　英　輔 前本協会副会長・㈱安部日鋼工業技

術顧問

萩　原　　　浩 関西電力㈱顧問

橋　元　和　男 6河川ポンプ施設技術協会専務理事

橋　本　鋼太郎 首都高速道路㈱代表取締役社長

廣　瀬　利　雄 7日本ダム協会理事

星　野　　　満 前関西支部長・本州四国連絡高速道

路㈱副社長

三　谷　　　浩 7先端建設技術センター理事長

水　本　忠　明 元建設省

宮　地　昭　夫 ニチレキ㈱最高技術顧問

室　　　達　朗 前本協会四国支部長・愛媛大学名誉教授

森　脇　亜　人 元本協会副会長・神鋼商事㈱代表取

締役社長

柳　澤　栄　司 元本協会東北支部長

山　口　　　修 6日本土木工業協会常務理事

渡　邉　和　夫 元本協会副会長・㈱拓和顧問

渡　辺　　　隆 東京工業大学名誉教授

《運営幹事長及び運営幹事》

運営幹事長

松　隈　宣　明 6日本建設機械化協会専務理事

運 営 幹 事

青　山　俊　行 ㈱NIPPO コーポレーション工務部

機械課長

伊　藤　豪　誠 ㈱日立プラントテクノロジー社会・

産業システム事業本部機械システム

事業部長付

岩　月　哲　三 東亜建設工業㈱土木事業本部機電部長

岩　本　雄二郎 ㈱熊谷組土木事業本部機材部長

内　田　克　巳 西松建設㈱施工本部機材部長

近　江　英　俊 電源開発㈱水力エンジニアリング部

土木技術室副部長

尾　形　克　彦 TCM㈱営業企画部

柏　　　忠　信 富士物産㈱代表取締役社長

刈　谷　健　彦 鹿島建設㈱機械部長

久　保　　　隆 三菱重工業㈱汎用機・特車事業本部

物流機器部コンポーネント課課長

近　藤　敏　夫 五洋建設㈱土木部門土木本部部長

（開発担当）

佐　治　賢一郎 ㈱大林組東京本社機械部長

佐　藤　泰　治 日本下水道事業団品質管理センター

技術基準課長

篠　原　慶　二 前田建設工業㈱土木本部土木部機械

グループ担当部長

角　　　昭　男 住友建機製造㈱常務執行役員

瀬　口　清　美 丸紅建設機械販売㈱特機営業部課長

補佐

竹之内　博　行 施工技術総合研究所技師長兼研究第

2部長

田　子　智　久 酒井重工業㈱常務取締役国内事業部長

田　籠　洽　二 ㈱加藤製作所取締役執行役員営業本

部長

舘　岡　潤　仁 ㈱間組土木事業本部機電部長

田　中　利　昌 日立建機㈱建設システム事業部技術

部長

玉　村　　　久 伊藤忠建機㈱第一事業部第 1部部長

坪　田　　　章 ㈱竹中工務店生産本部機材担当部長

坪　根　秀　章 リープヘル・ジャパン㈱専務取締役

外　村　圭　弘 西尾レントオール㈱取締役東京支店長

成　田　秀　信 東急建設㈱技術本部機械技術部長

野　村　　　肇 清水建設㈱生産技術本部機械部長

平　子　啓　二 （独）水資源機構ダム事業部機械課長

増　子　文　典 大成建設㈱土木本部機械部長

松　下　　　清 三井住友建設㈱土木管理本部機電部長

溝　口　孝　遠 コベルコ建機㈱顧問

陽　　　直　文 戸田建設㈱機材部長

美濃部　英　治 山h建設㈱安全施工本部機材部長

村　上　　　誠 新キャタピラー三菱㈱直販部長

目　時　康　男 佐藤工業㈱土木事業本部機電部長

森　木　英　光 マルマテクニカ㈱取締役社長

森　本　秀　敏 日本国土開発㈱技術事業センター所長

安　村　孝　志 （独）都市再生機構技術・コスト管理

室コスト管理チームチームリーダー

山　田　　　透 ㈱小松製作所開発本部業務部部長

和　田　一　知 川崎重工業㈱車両カンパニー建設機

械ビジネスセンター営業部営業企画

課上級専門職

相　原　正　之 広報部会部会長

飯　島　　　尚 施工部会部会長

山　口　　　武 機械部会部会長

青　木　英　勝 標準部会部会長
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《部会長・副部会長・幹事・副幹事・委員長等》

広報部会

部 会 長 相　原　正　之

幹　　事 吉　田　　　正

副 幹 事 嶋　津　日出光

副 幹 事 森　　　利　夫

施工部会

部 会 長 飯　島　　　尚

副部会長 川　本　正　之

副部会長 中　柴　　　弘

幹　　事 石　塚　廣　史

副 幹 事 中　村　　　優

副 幹 事 神　野　信　行

機械部会

部 会 長 山　口　　　武

副部会長 大　塚　和　夫

幹　　事 吉　田　　　正

副 幹 事 井　出　栄　一

副 幹 事 森　木　英　光

副 幹 事 杉　本　　　豊

標準部会

部 会 長 青　木　英　勝

幹　　事 新　田　恭　士

製造業部会

部 会 長 小　宮　信一郎

副部会長 青　柳　幸　雄

副部会長 家　城　　　譲

副部会長 桑　嶋　文　彦

幹 事 長 山　田　　　透

副幹事長 田　中　利　昌

副幹事長 溝　口　孝　遠

副幹事長 村　上　　　誠

建設業部会

部 会 長 佐　治　賢一郎

幹 事 長 坪　田　　　章

副幹事長 森　　　利　夫

副幹事長 伴　　　康　夫

副幹事長 岩　本　雄二郎

商社部会

部 会 長 寺　田　順　三

幹 事 長 玉　村　　　久

副幹事長 坪　根　秀　章

副幹事長 瀬　口　清　美

副幹事長 木　村　忠　雄

レンタル業部会

部 会 長 稲　留　　　弘

幹 事 長 高　見　俊　光

副幹事長 斎　木　成　治

専門工事業部会

部 会 長 滝　沢　修　二

幹 事 長 高久田　く　に

会長賞選考委員会

委 員 長 深　川　良　一

総括試験委員会

委 員 長 千　田　昌　平

機関誌編集委員会

委 員 長 村　松　敏　光

CONET実行委員会

委 員 長 小　野　和日児

建設機械施工技能評価委員会

委 員 長 菅　井　文　明

新技術開発・普及会議

委 員 長 山　川　朝　生

環境会議

委 員 長 満　岡　英　世

安全技術会議

委 員 長 土　屋　　　進

6 海 外 建 設 協 会

7 経 済 調 査 会

建設業労働災害防止協会

6建設荷役車両安全技術協会

7 建 設 物 価 調 査 会

6 建 築 業 協 会

7 高 速 道 路 調 査 会

6港湾荷役機械システム協会

6 国 際 建 設 技 術 協 会

7 国土技術研究センター

7首都高速道路技術センター

6 地 盤 工 学 会

6 全 国 建 設 業 協 会

6 全 国 治 水 砂 防 協 会

6 全 国 防 災 協 会

7 先端建設技術センター

6 全日本建設技術協会

7 ダ ム 技 術 セ ン タ ー

6 電 力 土 木 技 術 協 会

6 土 木 学 会

7 土 木 研 究 セ ン タ ー

6 日 本 埋 立 浚 渫 協 会

6 日 本 河 川 協 会

7 日 本 規 格 協 会

6 日 本 機 械 学 会

日 本 機 械 輸 出 組 合

6 日 本 基 礎 建 設 協 会

6 日 本 下 水 道 協 会

6 日本建設機械工業会

6 日本建設業団体連合会

6 日 本 建 築 学 会

6 日 本 港 湾 協 会

7 日本国際協力センター

6 日 本 作 業 船 協 会

6 日 本 産 業 車 両 協 会

6 日 本 自 動 車 工 業 会

6 日本電力建設業協会

6 日 本 道 路 協 会

6 日本道路建設業協会

日 本 貿 易 振 興 機 構

6 日本陸用内燃機関協会

6 日本ロボット工業会

（独）

農 業 機 械 学 会

6 農 業 土 木 学 会

6 林 業 機 械 化 協 会

建 設 機 械 新 聞 社

建 設 機 械 新 報 社

産 業 機 械 新 聞 社

産 業 経 済 新 聞 社

日 刊 建 設 工 業 新 聞 社

日 刊 建 設 産 業 新 聞 社

日 刊 建 設 通 信 新 聞 社

日 刊 工 業 新 聞 社

日 本 工 業 新 聞 社

《団体参与》




